
令和６年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 

農林水産省（関係府省における予算編成過程での検討を求める提案） 

整理番号 197 重点募集テーマ
「デジタル化」の
該当 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

(管理番号 197 ) 提案分野 02_農業・農地 

提案事項（事項名） 

農地中間管理機構関連農地整備事業等の支援対象の拡大 

提案団体 

八王子市 

制度の所管･関係府省 

農林水産省 

求める措置の具体的内容 

農地中間管理機構関連農地整備事業等の農業支援に係る施策について、農業振興地域農用地のみならず、

改正農業経営基盤強化促進に基づき「地域計画」が策定された農地についても対象とされたい。 

具体的な支障事例 

農地中間管理機構関連農地整備事業実施要綱第３により、農地中間管理機構関連農地整備事業等の支援制

度の対象地域は、「土地改良法第 87 条の３第１項第１号に規定する事業施行地域内農用地、かつ、農業振興

地域の整備に関する法律第８条第２項第１号に規定する農用地」と定められている。 

市内の市街化調整区域には、農業振興地域・農用地ではない農地も多く存在する。その中には大規模な農地も

存在しており、農業の永続性を確保することで、農地としての土地利用を保全していく必要がある。 

令和５年４月１日に施行された改正農業経営基盤強化促進法第 19 条に基づき「地域計画」の策定を進めてい

るが、農地中間管理機構関連農地整備事業等の支援制度の対象外であるため、計画策定後の耕地整備といっ

た持続的な農業の実現を図るための実行手段に欠ける状況である。このことから、「地域計画」を策定した農地

については、農業振興地域・農用地以外についても支援制度の対象とすることで、農地保全を図っていきたい。 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

市街化調整区域内の農地においても、農業振興地域・農用地と同等の生産性をもつ農地もあることから、幅広

い農地を保全していけるよう、支援制度の充実を求める声が農業者から上がっている。 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

「地域計画」の策定が様々な支援制度の条件となることで、農業振興地域・農用地以外の農地についても、計画

策定に対する地域の機運が高まることが期待されるほか、計画策定後の実効性が高まるため、幅広い農地に

ついて、農業の持続性を高めることが可能となる。 

根拠法令等 

農地中間管理機構関連農地整備事業実施要綱第３ 

農業経営基盤強化促進法第 19 条 



追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

川崎市、宮崎県 
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令和６年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

農林水産省（関係府省における予算編成過程での検討を求める提案） 

 

整理番号 225  重点募集テーマ
「デジタル化」の
該当 

 

× 
 提案区分 B 地方に対する規制緩和 

(管理番号  225 )   提案分野 02_農業・農地 

 

提案事項（事項名） 

土地改良事業の対象の見直し 

 

提案団体 

千葉県 

 

制度の所管･関係府省 

農林水産省 

 

求める措置の具体的内容 

都道府県が農業用水を供給する目的で管理している施設について、土地改良事業で補修可能とすることを求め

る。 

 

具体的な支障事例 

【現行制度】 

当県では、成田用水、北総東部用水、東総用水の３つの用水が、水資源機構により農業用水の供給を主な目

的として造成された。 

それぞれが機構直轄管理区間、当県管理区間に分かれており、各区間の維持補修等は各管理者が実施してい

る。 

【支障事例】 

当県管理区間について、水資源機構による水資源開発施設として造成されたため、農業用水の供給を目的とし

ているにもかかわらず、土地改良法上の土地改良施設に該当せず、土地改良施設突発事故復旧事業等の土

地改良事業を実施することができない。そのため、土地改良事業によって造成された施設と比べて維持管理等

の当県の費用負担が重くなっている。 

【支障の解決策】 

当県が農業用水を供給する目的で管理している施設について、土地改良事業で補修可能となるようにしたい。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

当県の土地改良区から要望があった。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

施設の適正な維持管理及び費用負担の軽減 

 

根拠法令等 

土地改良法第２条第２項 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 
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